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令和５年度旭市国民健康保険事業計画 

 

１．基本方針 

令和５年度の旭市国民健康保険事業については、県内の統一的な運営方針である  

「千葉県国民健康保険運営方針」に基づき、財政運営の責任主体である千葉県とともに、

持続可能な国民健康保険制度の運営を目指し、安定的な財政運営と事業を効率的に運営

するため、次に掲げる施策に重点を置いて取り組み、遂行に努めるものとする。 

なお、事業の実施にあたっては、関係機関及び庁内関係部署との連携のもと柔軟に  

対応することとする。 

 

２．重点施策 

（１）適用適正化対策 

（２）国保税の収納率向上対策 

（３）医療費適正化対策 

（４）保健事業 

 

３．具体的な対応策 

（１）適用適正化対策 

①資格の適正化 

広報等の掲載や事業所への通知により届出の周知徹底を図る。 

また、年金情報を活用し、資格の重複や喪失が疑われる被保険者に勧奨通知を

送付し、適切な手続きを促す。 

②居所不明被保険者に係る資格の適正化 

被保険者証及び納入通知書等が宛所不明等により返送となった被保険者を対象

に実態調査を行い、実態のつかめない者は「旭市国民健康保険居所不明被保険者
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に係る資格喪失確認及び回復の事務取扱要領」に基づき、庁内関係部署と連携し

資格の喪失処理を行う。 

③適用適正化調査の実施 

資格の把握を行うため、社会保険の可能性のある擬制世帯の被保険者やマル学

世帯の被保険者を対象に通知による調査を行う。 

④医療制度の情報提供 

庁内関係部署と連携し、保険税や医療費の負担軽減が見込まれる被保険者へ 

後期高齢者医療の障がい認定制度の情報提供を行う。 

（２）国保税の収納率向上対策 

①徴収体制の整備 

納付機会の拡大と納税者の利便性の向上を図るため、コンビニ納付やスマホ 

アプリ（キャッシュレス）納付の推進とともに、毎月定例日を定めて、夜間の   

納税窓口を開設する。 

   ②現年度対策 

一度滞納が発生した場合、累積滞納となる傾向が強く滞納額が膨大となるため、

新たな滞納者を防ぐための対策として、新規発生の段階で自動音声による電話 

催告を実施し、翌年度への滞納繰越とならないよう早い段階で対応措置を行う。 

③口座振替の推進 

現年度分収納率向上対策として、市税をはじめ各種市債権の納付を、原則口座振替 

納付とする。 

また、次のとおり口座振替加入率の向上を図る。 

ア 制度未利用者の納税通知書送付時に啓発文書を同封する。 

イ ホームページ等によるペイジー口座振替受付サービスの周知と利用者を増加   

させるための第三者申請によるペイジー口座振替受付を実施する。 
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ウ 庁内関係部署と連携し、各種手続きの際に加入勧奨を行う。 

④滞納者分析 

徹底した財産調査を行うとともに、滞納に至った経緯等を分析し、滞納者の  

実態把握に努め、個々の状況に応じた適切な滞納整理を行う。 

⑤悪質滞納者対策 

文書催告書及び差押予告書等の発送や短期証の窓口交付、短期証更新に併せた

日曜窓口の開設により滞納者との接触の機会を増やして納税を促すとともに、 

再三にわたる催告にも応じない悪質な滞納者には、預金・生命保険・給与等の  

債権を中心に財産調査を行い、調査の結果を踏まえて比較的換価の容易な債権を

差押えて、滞納額の早期解消を図る。 

また、捜索やミラーズロック等により動産や自動車の差押えを行い、差押財産

の換価については、インターネット公売を有効に活用し滞納繰越額の縮減に   

努める。 

（３）医療費適正化対策 

①レセプト点検の充実 

レセプト点検業務の強化を図るため、レセプト点検業務に精通した事業者へ 

外部委託し、あはきレセプトを含むレセプトの二次点検（診療内容、請求点数、

給付発生原因等）を毎月、縦覧点検を年４回実施する。 

②医療費通知の実施 

国民健康保険事業の健全な運営と被保険者の健康管理を推進するため、被保険

者が医療機関等に支払った医療費の額等（国保負担額を含む６項目、医療機関名）

を、年４回（計１２か月分）被保険者へ通知する。 

③医療費分析等、調査研究に関する事業 

健康課題の把握のため、国保データベースシステム（ＫＤＢ）を活用し、医療
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費や疾病状況等の分析を行う。 

④ジェネリック医薬品の情報提供による使用促進 

患者負担の軽減や医療保険財政の改善に資する観点から、ジェネリック医薬品

の使用を促進するため、年１回差額通知を発送するとともに、広報等で周知を   

行う。 

ジェネリック医薬品の使用割合の目標値を 90％とする。 

⑤重複・頻回受診者に対する訪問指導 

レセプト点検や 国保連合会から提供される多受診者一覧表等のデータ等から

対象者を抽出し分析を行う。 

健康増進に関する意識の向上を図るため、訪問指導等により被保険者へ疾病 

予防に関する情報の提供を行う。 

    また、旭匝瑳薬剤師会と連携し、重複投薬者の訪問指導を実施する。 

（４）保健事業 

①特定健康診査事業 

第三期特定健康診査等実施計画及び第２期保健事業実施計画（データヘルス 

計画）に基づき、生活習慣病の予防に着目した効果的・効率的な健康診査事業を  

実施する。 

ア 特定健康診査は、市内３箇所の公共施設で集団健診を実施し、旭市及び匝瑳

市等の契約医療機関で個別健診を実施する。 

イ 生活習慣病を早期に予防するため、３５歳から３９歳の被保険者を対象に、

特定健康診査同様の健診を実施する。 

ウ 受診率向上のため、未受診者を対象に過去の健診受診歴により受診勧奨を行

う。 

②特定保健指導事業 
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特定健康診査の結果を基に、保健指導を実施する。 

ア 階層化（情報提供、動機付け支援、積極的支援）を行い支援する。 

イ 初回面接から３～６か月後に終了時評価を行う。 

ウ 未利用者へ利用勧奨を行う。 

エ 対象者がいつでも利用できるよう、LINE やオンライン指導等の ICT を活用し、

保健指導を行う。 

③短期人間ドック助成事業 

健康管理と健康意識の向上を図るため、契約医療機関で人間ドックを受検した

３５歳以上の被保険者に人間ドック費用の助成を行う。 

   ④生活習慣病重症化予防事業 

     医療機関と連携し、特定健康診査結果から生活習慣病の悪化や人工透析導入年

が近い者を予測し、重症化予防のための保健指導を実施する。 

     また、千葉大学医学部付属病院、ノボノルディスクファーマ社と旭市が協定を

締結し、糖尿病患者の発症予防と重症化予防のための共同研究を進めるとともに、

旭市糖尿病性腎症重症化予防プログラムに基づき、糖尿病連携手帳を活用した 

保健指導を実施する。 

   ⑤あさひ健康応援ポイント事業 

     旭市民または健康応援事業所に勤務している人を対象に健康の大切さを認識す

るとともに、より良い生活習慣を身につけ、特定健康診査やがん検診の受診、健

康教室の参加等にポイントを付け、ポイント達成者に抽選で健康グッズ等を進呈

し、生涯にわたり健康で暮らし続けることが出来るよう健康づくりへの取り組み

を応援する。また、社員の健康意識の向上に励み、健康づくりに取り組んでいる

事業所を「健康応援事業所」として登録し、更に景品の提供に協力してくれる「協

賛事業所」の協力を継続して募集する。 


